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（４） 環境・防災分科会 

 
 
 

 

将来かわごえ像(3) 提言施策(10) 事　　　　　　業(55)

④省エネの啓発と奨励制度
⑤新エネルギーの導入促進
⑥休耕地等を利用した菜種油の栽培
⑦農業との連繋による雑木林の保全

①ごみ減量化対策の強化
②生ごみの減量対策の推進
③家庭ごみの有料化制度導入（重要）
④事業系生ごみの適正処理指導強化
⑤リサイクルセンターの機能の充実
⑥環境推進員制度の充実

①新清掃センターの早期建設（重要）
②ごみポイ捨て禁止の制度化（重要）
③不法投棄監視体制の確立
④最終処分場の取り組み

①「環境保全都市宣言」の発令
②環境アセスメント制度の創設（重要）
③環境保護貢献者褒章制度の導入
④車の排出ガスの抑制

⑥街路クリーン作戦の強化
⑦公害苦情の適正処理

①（仮）川越森林公園の早期完成
②初雁公園の整備
③伊佐沼公園（風致公園）の推進（重要）
④新河岸川上流部の都市公園化
⑤大規模公園への交通アクセスの整備
⑥屋上緑化施策（重要）
⑦校庭の芝生化推進（重要）
⑧市民の森の指定促進

①環境学習センターの創設（重要）

①川越市地球温暖化防止推進大綱の制定
（重要）
②企業による森林づくりと樹林、樹木の植林
推進
③ＣＯ２排出量と雑木林再生取引制度（重
要）

①地球規模の環境保全に取り組む
まち（重要）

①人と地球にやさしく、循環型
社会を形成するまち

②ごみの減量化とリサイクルをすす
めるまち（重要）

③ごみの適正処理施策の推進（重
要）

①生活環境の保全への取り組み
（重要）

②持続的な環境の保全と創造
で、水とみどりの豊かな暮らし
やすいまち

⑤自転車・歩行者にやさしい街路の整備
（重要）

②公園・緑地の拡充施策（重要）

③環境学習施設・情報センターの整
備（重要） ②環境保全及び情報センターの整備（重

要）

 

【分科会として扱った主なテーマ】 

地球環境、環境の保全と創造、循環型社会、防災、消防、救急 
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①防災情報センターの設置（重要）
②地域防災計画の見直し整備（重要）
③自主防災組織の整備強化（重要）
④ボランティア受入れ制度の確立（重要）

⑦消防組織の役割分担の明確化
⑧災害医療体制の整備

①地区単位の防災訓練制度
②災害事例講習会の開催

①２次避難所と避難所の区分
②防災情報連絡方法の改善（重要）

④ハザードマップの市民周知と活用

①災害備蓄庫の整備（重要）
②災害弱者向け備蓄品の充実
③救済物資の緊急輸送体制
④緊急時の給水確保の強化
⑤災害廃棄物の処理策（重要）

①防災体制の整備と機能の強化
（重要）

③市民と市の協働で築く、災害
に強いまち

⑥危険物等特殊災害に対応する体制の整
備強化

⑤他自治体との相互救援体制の強化（重
要）

④災害備蓄用品・資機材等の充実
と災害廃棄物の処理（重要）

②持続的防災訓練の実施（重要）

③地域リーダー向け救急訓練・講習の強化

④防災専門分野を支援する人材の育成と訓
練

③災害発生場所・被災者の位置確認方法
の改善

③避難、連絡体制の強化（重要）
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① 総論提言シート 「人と地球にやさしく、循環型社会を形成するまち」 

 

(1)将来かわごえ像  人と地球にやさしく、循環型社会を形成するまち  

理由 

 省エネや資源の再生が叫ばれ、地球温暖化防止や循環型社会の形成が論じ

られても、市民のライフスタイルの急激な変化や環境負荷の少ない産業構造

の改革は短期間では容易でない。  
 温暖化等、多様化する地球環境問題への積極的な取組みや、循環型社会形

成のためのごみの発生抑制、廃棄物の資源化を図り、さらには天然資源の消

費抑制等、環境型社会へ向けての市民、行政の持続的な取組みを進めるまち

とする。  
 
 
(2)かわごえの現状 

○良い所 

 市役所の１％プラス１節電運動の率先実践、太陽光発電設備補助制度、

同設備の公共施設への導入、環境家計簿による省エネ啓発等が地球環境問

題への取組みとして進められている。  
 一方、ごみ問題では、家庭ごみの分別収集、布類の拠点回収、資源ごみ

の集団回収等の方策が実施され、ごみの減量化策はリサイクル方策等を含

めてゆるやかながら進んでいる。  
 
×悪い所 

 市民の意識調査でも地球環境問題への関心やごみ減量化の意識は高いが、

一般市民、企業、行政を巻き込んでのベクトルを合わせての施策や活動は、

まだまだ満足できるものとは言えず、ごみ処理の財政負担は大きい。  
 
 
(3)将来かわごえ像を実現するための知恵（施策） 

① 地球規模の環境保全に取り組むまち（重要）  
② ごみの減量化とリサイクルを進めるまち（重要）  

③ 廃棄物の適正処理施策の推進（重要）  
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I 各論提言シート 

提   言  

施策名  

① 地球規模の環境保全に取り組む

まち（重要）  
分科会名  

環境・防災  

分科会  

理   由  

 地球温暖化防止策を中心とした、グローバルな変化に対応した

市民、企業、行政のパートナーシップ形成による環境保全をすす

める。そのための、温室効果ガスの抑制や省エネ、新エネルギー、

自然エネルギーの積極的な導入策を図る。  
 具体的には、川越の特徴を生かした雑木林の活用等で温暖化防

止に寄与する。  

現   状  

 市民や企業を巻き込んだ省エネ対策も未熟で、自然エネルギー

の導入も遅れぎみである。ＣＯ２を吸収する森林の確保について

は、自然の再生をうたう雑木林の保全のみで、森林の効果を広く

一般市民に訴えるものがない。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 

川越市地球温暖 化

防止推進大綱の 制

定（重要）  

市民、企業及び行政が取り組む、温室効

果ガスの抑制を推進する大綱を制定する。

（市）  

中期  

2 

企業による森林 づ

くりと樹林、樹木の

植林推進  

ＣＯ２の排出量の多い企業に一定の植林

義務を課す。（市、企業）  中期  

3 

Ｃ Ｏ ２ 排 出 量 と 雑

木 林 再 生 取引 制度

（重要）  

排出量に比例した雑木林の吸収分を企業

に割り当て、再生保全を分担させる。企業

が直接雑木林を管理したり、費用を分担す

る方法が考えられる。（市、企業）  

中期  

4 
省エネの啓発と 奨

励制度  

大口電力使用者が、省エネ施設の導入・

改善を図る場合、企業に省エネ目標値を設

定、申告させ、目標値を達成したときに、

奨励金を交付する制度を導入する。（市、

企業）  

中期  

5 
新エネルギーの導

入促進  

バイオマス発電や小規模生ごみ発電を公

共施設へ優先して導入する。また、民間施

設の場合は、補助施策で普及を図る。（市、

企業）  

長期  
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6 
休耕地等を利用 し

た菜種油の栽培  

休耕地や作付け前の水田等を利用した菜

種の栽培で、学校給食の食用油に使ったり、

その廃油を再生して燃料に使用する。事業

化すれば雇用促進と農業経営にも寄与す

る。（市、関係機関）  

長期  

7 
農業との連繋に よ

る雑木林の保全  

雑木林の手入れ樹木の伐採枝は堆肥化

し、循環型農業をすすめる。会わせて休耕

農地の貸農園制度を創り、有機農業の拡大

から雑木林の保全・再生を図り、ＣＯ２の抑

制にも寄与する。（市、関係機関）  

中期  
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II 各論提言シート 

提   言  

施策名  

② ごみの減量化とリサイクルを進

めるまち（重要）  
分科会名  

環境・防災  

分科会  

理   由  

 ごみ排出量の低減、再利用、リサイクルなどを、ごみ処理費用

の財政負担や埋立地の延命策等について、市民参加の統一された

認識の下で持続的に強化していく必要がある。  

現   状  

 行政が減量旗をふり、民間団体が音頭をとり、市民の踊りの輪

が大きくなっていく図式が見えない。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
ごみ減量化対策 の

強化  

排出量減量に向けての市民啓発を推進する。

「ごみになるものは作らない 求めない」「必

要なだけ作り 必要なだけ使う」この基本理念

を川越から発信する。（市、民間団体、企業） 

短期  

2 
生ごみの減量対 策

の推進  

生ごみの減量策として推進しているコン

ポストの導入に加えて、地域ぐるみの堆肥

化推進支援や一般家庭用浄化槽付きディス

ポーザー等の採用・普及を検討する。（市、

関係機関）  

中期  

3 
家庭ごみの有料 化

制度導入（重要）  

家庭ごみの有料化条例（指定有料ごみ袋）

を制定し、ごみ減量化の市民啓発を図る。（市）
短期  

4 
事業系生ごみの 適

正処理指導強化  

大型スーパーの生ごみ堆肥化等の処理を指

導強化し、減量化とリサイクルを進める。  
 

5 
リサイクルセン タ

ーの機能の充実  

自転車や家具等の粗大品を再使用する公

営のリサイクルセンターのみでなく、衣料、

雑貨等も含めたリサイクルショップの常設

を企業や民間に普及、行政が支援する。ま

たリサイクル製品の購入割引制度の導入を

図る。（市、企業、民間団体）  

短期  

6 
環境推進員制度 の

充実  

自治会単位で配置されている環境推進員

の増員と資質の向上を図り、市民へのごみ

分別指導や集積所の整備管理を義務付け、

ごみ問題に対する市民意識の更なる高揚と

市民の行動を支援する。（市、民間団体）  

短期  
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III 各論提言シート 

提   言  

施策名  

③  廃 棄物の適正処理施策の推進

（重要）  
分科会名  

環境・防災  

分科会  

理   由  

産業廃棄物、一般廃棄物を問わず、ごみの適正処理は減量化へ

のみちにもつながる。最終処分にいたる適正な処理が望まれる。

現   状  

新清掃センターの建設は進まず、一方、不法投棄は路上から雑

木林まで、いたる所で散見されている。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
新清掃センター の

早期建設（重要）  

既設焼却設備の老朽化にともない、次の

ような機能を併設した新清掃センターの建

設をすすめる。なお、これら併設施設の運

営に当っては、市内のＮＰＯを活用する。  

・環境学習センター  

・リサイクルセンター  

・草木類堆肥化施設等  

（市、民間団体）  

中期  

2 
ごみポイ捨て禁 止

の制度化（重要）  

路上等へのごみのポイ捨て禁止、歩きた

ばこ禁止等を含めた、迷惑行為禁止条例を

制定し、街美化を推進する。また、道路や

市街地周辺の環境パトロールを強化する。

（市、関係機関）  

短期  

3 
不法投棄監視体 制

の確立  

雑木林、河川敷、空き地への産業廃棄物

や粗大ごみの不法投棄を防止するための

「不法投棄防止パトロール隊」制度を確立

し、不法投棄の絶えない現状を打破する。  

 実施に当っては、通報・情報管理体制を

確立、発見したごみの早期回収システムの

構築も必要である。（市、関係機関）  

短期  

4 
最終処分場の取 り

組み  

ごみの最終処分段階では、残渣や灰が埋

立て処分されるが、埋立て放置のみではな

く、残渣の再利用技術の開発もすすめ、埋

立地の跡地利用を検討する。（市）  

長期  
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② 総論提言シート 「持続的な環境の保全と創造で、水とみどりの豊かな

暮らしやすいまち」 

 

(1)将来かわごえ像  
持続的な環境の保全と創造で、水とみどりの豊かな暮ら

しやすいまち  
理由 

 ますます都市化が進む生活環境の中で、健全で快適な生活を営むためには､澄

んだ空気や安らぎを与える水辺や緑など、身近にある貴重な環境資源を破壊する

ことなく育成保存するとともに、これらに調和した生活圏の創生が求められる。 
 大気汚染やヒートアイランド現象を抑制するためには、エネルギー消費を節減

するとともに、排出ガス(CO2)を吸収し温度の調節等に貢献する緑地を保存し､

また積極的に緑化を推進することは、自然の少ない川越にとって重要課題の一つ

である。  
 一方、市民一人ひとりがライフスタイルを改善し、消費の減量化、省エネルギ

ー化に努力する必要がある。このためには、市民レベルでの身近な環境学習の機

会を多くし、問題意識を共有することが大事である。  
 また、高齢化社会にともない、日常の生活圏で減少の兆しのない道路交通災害

に対応するための環境にやさしい交通体系の整備が望まれる。  
 
 
(2)かわごえの現状 

○良い所 

環境基本計画、緑の基本計画等を策定し、雑木林の再生活用による公園や

市民の森の指定、樹木・樹林の保存策等を含めて、公園緑地施策は進められ

ている。また、街路整備等もわずかながら進捗している。  
 
×悪い所 

 環境の保全と創造に取組む骨太の政策が一般市民には見えにくく、市民や企業

が環境問題に取組むための活動や学習の拠点もなく施策が浸透していない。 
 市街化区域内の公園緑地が少なく、郊外の大規模公園にのみ目が向けられてい

る。また、歴史的地理特性から交通環境の改善はままならず、歩道整備や交通安

全教育の不足、道路標識等の未整備が目立ち、交通事故撲滅には至っていない。 
 
 
(3)将来かわごえ像を実現するための知恵（施策） 

① 生活環境の保全への取り組み（重要）  

② 公園・緑地の拡充施策（重要）  

③ 環境学習施設・情報センターの整備（重要）  
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I 各論提言シート 

提   言  

施策名  

①  生活環境の保全への取り組み

（重要）  分科会名  
環境・防災  

分科会  

理   由  

市民が快適な生活を営むためには、自然の保全と、より良い生

活圏の創生が重要である。  

中核市として独自の環境政策を施策として持つべきであり、川

越市の地域性や独自性を踏まえた制度･条例等を制定し､基本理念

に基づいた行動を推進する環境先進都市となるべきである。また、

生活圏の中心となる市民にやさしい交通体系、道路環境の整備を

さらに進める必要がある。  

現   状  

全市民を引きつける都市宣言やアピールが見当たらず、環境保

護に取り組む制度・施策も不足している。なお、安心、安全の交

通環境の整備も遅れている。  
 

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
「環境保全都市 宣

言」の発令  

市民の福祉と環境に配慮したまちを強調

する都市であることを宣言し、総合計画や

まちづくり計画に取り入れる。（市）  

短期  

2 
環境アセスメン ト

制度の創設（重要） 

行政としては上位法令により準拠して許

認可･指導を行っているが、川越市の特性に

基づく環境影響評価制度を創る必要があ

る。（市）  

中期  

3 
環境保護貢献者 褒

賞制度の導入  

環境保護に関する技術の開発や環境活動

に貢献した市民・事業者を褒賞する。（市） 中期  

4 車の排出ガスの抑制 

車の乗り入れ規制区域の拡大、一方通行

の拡大･導入を図り、渋滞による排ガスを規

制する。また、低公害車の普及を啓発する。

（市、関係機関）  

中期  

5 

自転車・歩行者にや

さしい街路の整 備

（重要）  

官民共同の駐輪場を整備することと、自

転車・歩行者が安心して通行できる交通体

系を創る。  
一方通行路の見直し、歩車道の分離、幹線

道路への歩車分離信号の導入、スクランブル

交差点などの整備を図る。（市、関係機関）  

中期  
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6 
街路クリーン作 戦

の強化  

道路側溝の整備や商店街の迷惑看板・放

置自転車の強制撤去、ポイ捨て禁止の強化

を図る。  

また、郊外道路の路面標識の定期的な整

備、街路樹の整備拡充が必要である。（市）

短期  

7 公害苦情の適正処理 

特に多い苦情の中で、原因究明の容易な、

騒音や悪臭については、発生原因者への指

導対策を行う。航空機騒音等は関係機関と

調査、対応を協議し、地域住民へ経過説明

を行う。  

また、苦情処理の窓口を一元化する。（市）

短期  
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II 各論提言シート 

提   言  

施策名  
② 公園・緑地の拡充施策（重要） 分科会名  

環境・防災  

分科会  

理   由  

現在の川越の市民一人あたり公園面積が、あまりにも少ない。

子どもたちの森林、水辺の公園での自然観察体験等の機会を増や

すためにも、自然公園や緑地の拡充が望まれる。また、防災面や

温暖化防止にまで役立つと言われる、市街地の緑化の推進を積極

的に進めなければならない。  

現   状  

現存する公園の整備や新規公園の完成が遅れがちであり、特に

市街化区域内の公園緑地が少なく、郊外の大規模公園にのみ目が

向けられている。  
 

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
（仮）川越森林公園

の早期完成（重要） 

森林ビオトープとして１０年以内に完

成、次世代に残す。緑の基金、緑のパート

ナーを発展させ用地取得、森林保全のため

の市民参加を増やす講座等を開設する。

（市、民間団体）  

（なお、この公園については、森林という

名称、人工的な公園づくりに反対の意見が

ある。）  

長期  

2 初雁公園の整備   城址として整備、富士見櫓、堀等の復元

を図る。（市）  
長期  

3 
伊佐沼公園（風致公

園）の推進（重要） 

水辺のビオトープとして、自然の沼を生

かした湿性動植物の保護、水辺に親しめ、

子供の環境教育にも有効である。また、運

動公園ともリンクさせることもできる。

（市）  

中期  

4 
新河岸川上流部の

都市公園化  

起点から氷川神社裏（宮下橋）までの旧

赤間川流域に緑道を整備、風致公園に指定

する。  

また、市内全域について浄化、維持流量

を確保し清流を取り戻す。（市）  

長期  



 120

5 
大規模公園への 交

通アクセスの整備  

駅からの遊歩道と自転車道を整備（休憩

所を含む）し、市民の利用拡大を図る。  

安比奈親水公園や現伊佐沼公園等々（市）  
短期  

6 屋上緑化施策（重要） 

マンション等の新設に伴う屋上緑化、周

辺緑地を義務付ける。また、立体駐車場、

空き地、神社や屋根、ベランダ等への緑化

を啓発する。（市、市民、事業者）  

中期  

7 
校庭の芝生化推 進

（重要）  

市内小学校の校庭を芝生化し、緑を増や

すと同時に、周辺地域の粉塵被害緩和、緑

の環境教育にも役立てる。（市、関係機関） 
中期  

8 市民の森の指定促進 

緑地保全がしやすいよう、条件を整備し

規制を緩和する。（市）  短期  
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III 各論提言シート 

提   言  

施策名  

③ 環境学習施設・情報センターの

整備（重要）  分科会名  
環境・防災  

分科会  

理   由  

環境学習の拠点（センター）の整備と環境情報拠点の整備をす

ると同時に市民一般を対象とした体系的な環境学習の常設講座を

開設する。  

 

現   状  

最近の学習講座は約６０講座，学習に利用できる施設は公民館

等を含め２６施設があるが、教材・資料等を常備する施設がない。

また、それぞれの講座がばらばらで、体系的な連繋もとれてい

ない。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
環境学習センタ ー

の創設（重要）  

新しく建設する新清掃センターに環境学

習センターを併設する。また、その運用を

ＮＰＯに委託する。（市）  
学習内容は、大人から子ども向けを考慮、

一般的な環境問題や省エネ対策から専門的

な森林の育成等巾広い分野とする。  
なお、必要な設備、器材を備え、公園等

に支所も設け、体験学習を可能とする。（市、

関係機関、民間団体）  
 

中期  

2 
環境保全及び情報セ

ンターの整備（重要） 

川越駅西口再開発に合わせて、（仮称）「環

境保全センター」「循環型社会情報センタ

ー」「防災情報センター」等を新設する。（市、

関係機関）  
 

長期  
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③ 総論提言シート 「市民と市の協働で築く、災害に強いまち」 

 

(1)将来かわごえ像  市民と市の協働で築く、災害に強いまち  

理由 

 震災、風水害等の自然災害や大規模火災から市民の生命、身体及び財産を守

るための、災害予防や災害応急対策・復旧対策の根幹をなす、あらゆる災害に

対処できる官民協働の防災体制のさらなる整備が望まれる。ともすれば、横の

連携に乏しく、ばらばらに働きやすい連絡、救援、避難体制については、各防

災関係機関が効率よくその機能を発揮できるようネットワークを形成して、情

報を共有するための持続的な整備を怠ってはならない。  
 そのためには、災害発生から救助・救出、搬出・搬送、医療処置、消火・水

防等、そして復旧、復興に至る一連のフローを想定した基本的な防災体制の確

立が必須である。  
 また、安心、安全のまちづくりで、市民がより身近に感ずる、初期消火や類

焼防止、局地的水害あるいは事故時の応急対策等は、行政のしっかりした組織

的な体制とともに市民の協働が必要である。消防、水防、救急対策について、

市民が協力できるきめこまかな防災計画が必要であろう。  
 なお、最近の災害に顕著な災害弱者（高齢者、障害者等）への救援体制等の

整備が不可欠である。  
 
 
(2)かわごえの現状 

○良い所 

地域防災計画は策定され、市の総合防災訓練等も実施されている。また、

消防・救急体制の整備や低公害はしご車の導入等がすすめられている。  
 
×悪い所 

 防災計画は、一般市民に必ずしも周知・情報化されておらず、防災訓練も全市

民参加型でなく、災害に対する市民の危機管理意識はまだまだ低く、最近の災害

事例等からみて行政の取り組みも満足できるものとは言えない。一方、消防署、

消防団と自警消防組織等が複雑で、一般市民には理解しにくい仕組みである。  
 
(3)将来かわごえ像を実現するための知恵（施策） 

① 防災体制の整備と機能の強化（重要）  
② 持続的防災訓練の実施（重要）  
③ 避難、連絡体制の強化（重要）  
④ 災害備蓄用品・資機材等の充実と災害廃棄物の処理（重要）  
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I 各論提言シート 

提   言  

施策名  

①  防災体制の整備と機能の強化

（重要）  分科会名  
環境・防災  

分科会  

理   由  

防災計画の諸施策と連携し、防災関係機関の統合拠点のみでな

く、市民向けに情報を発信し、市民の防災活動の拠点ともなる防

災センターの設立や、時代に即応したきめこまかな災害防止対策

が望まれる。  
 

現   状  

「川越市地域防災計画」の一般市民向け周知不足や情報不足で、

最近の大規模災害等に対処できる、市民参画型の防災体制がとら

れているとは言えない。  
 

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
防災情報センタ ー

の設置（重要）  

川越駅西口地区の再開発に合わせて、防

災活動の拠点となる防災情報センターを設

置する。  
あわせて防災空間を確保する。（市、防災関

係機関）  

中期  

2 
地域防災計画の 見

直し整備（重要）  

「川越市地域防災計画」の適時見直しで、

予想災害をシミュレーションして、行政・

関係機関のみでなく、市民も共有できる計

画とする。  
また、予想される災害の予防面を強化する。 
（市、防災関係機関）  

短期  

3 
自主防災組織の 整

備強化（重要）  

市内居住地区の環境実態に見合った、自

主防災組織を確立、専門関係機関による指

導、訓練を強化する。（市、市民、自治会、

関係機関）  

短期  

4 

ボランティア受 入

れ制度の確立（ 重

要）  

災害応急対策や復興対策に欠かせない、

若者を中心としたボランティアの受入れシ

ステムをつくる。（市、防災関係機関）  
中期  

5 
他自治体との相互救

援体制の強化（重要） 

近隣に限らない広域的な自治体とも、救

助や救援物資等災害時の相互救援協定を結

び体制を強化する。（市、防災関係機関）  
中期  
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6 

危険物等特殊災 害

に対応する体制 の

整備強化  

有害化学物質等危険物に起因する災害の

予防と防災対策を強化する。（市、企業、関

係機関）  
中期  

7 
消防組織の役割 分

担の明確化  

消防署、消防団、水防団、自警消防及び

自主防災組織を含めて、その役割分担を明

確にし、機能を強化する。（市、関係機関） 
短期  

8 災害医療体制の整備  

保健所、総合保健センター等を活用した、

災害医療処置体制を、搬送アクセスも含め

整備する。あわせて、被災者のヘルスケア

面も担当する。（市、関係機関）  

中期  

 



 125

II 各論提言シート 

提   言  

施策名  

② 持続的防災（消防、救急）訓練

の実施（重要）  分科会名  
環境・防災  

分科会  

理   由  

ややもすると、パフォーマンスが優先しがちな防災訓練は、陳

腐化しやすいので、住民の参加が得やすい防災（消防、救急）訓

練を定例、定期的に実施する。  

現   状  

一部関係者や関係機関の訓練と受取られ、備えあれば憂いなし

の、住民の防災意識啓発の場になっていない。  
 

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
地区単位の防災 訓

練制度（重要）  

総合防災訓練の外に、市内地区単位の居

住特性に合った防災（消防、水防）訓練を

定例化する。（市、防災関係機関）  
短期  

2 
災害事例講習会 の

開催  

変化する災害態様に対処するため、デー

タの正しい理解と市民の防災意識啓発を目

的に、シンポジウムを随時開催する。（市、

防災関係機関）  

中期  

3 
地域リーダー向け救

急訓練・講習の強化  

子ども、高齢者等の地域リーダーに対す

る、その活動に応じた、応急処置訓練や救

難訓練を定期的に実施する。（市、防災関係

機関）  

短期  

4 

防災専門分野を 支

援する人材の育 成

と訓練  

災害時には、医療、土木建築、機械、介

護保育、給食等あらゆる分野の人的防災対

応の場がある。シルバー人材センター等を

中心に、専門職経験者の登録と育成訓練の

機会を設け活用する。（市、関係機関）  

中期  
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III 各論提言シート 

提   言  

施策名  
③ 避難、連絡体制の強化（重要）  分科会名  環境・防災  

分科会  

理   由  

市民にとって、災害発生時に最も必要な情報となる、避難方法

や連絡方法は、ＩＴ技術をも活用した、より細かなシステムが望

まれる。  

現   状  

川越市民の、大規模災害の体験不足のせいか、避難方法や連絡

体制が確立され、周知されているとは言えない。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
２次避難所と避 難

所の区分  

避難者は一様ではない。また、避難が長

引く場合に備えても、高齢者、障害者向け

の２次避難所を設けたり、避難所を区分し

て、災害医療も含めて集合的に対処する。

（市）  

中期  

2 
防災情報連絡方 法

の改善（重要）  

災害発生時の高齢者、障害者等に対して、

あるいは孤立しやすい地区については、行

政無線を補完する携帯サイトや衛星電話を

はじめとする連絡システムを確立する。  
一方、自主防災組織（人伝、マンパワー）

の活用も重要である。（市、防災関係機関） 

短期  

3 

災害発生場所・被災

者の位置確認方 法

の改善  

ＧＰＳを採用、市内全域を網羅したモニ

ター（地図）で、通報・受信の効率化を図

る。（市、防災関係機関）  
 

中期  

4 
ハザードマップ の

市民周知と活用  

震災、風水害や大規模火災について、ハ

ザードマップを作成、これを使っての避難

場所の周知を徹底する。（市）  
 

短期  
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IV 各論提言シート 

提   言  

施策名  

④ 災害備蓄用品・資機材等の充実

と災害廃棄物の処理（重要）  分科会名  
環境・防災  

分科会  

理   由  

災害発生時の被災者救護や避難時に欠かせない備蓄用品等は、

高齢者や障害者等も配慮した用品の配備と、一般市民への情報提

供が必要である。一方、復旧の妨げとなる災害廃棄物の処理対応

を検討しておく必要である。  

現   状  

住民に対する、備蓄場所や備蓄品目の情報提供が不充分である。

また、災害時に大量に発生する、廃棄物の処理対策も見当たらな

い。  

具体的な提言の内容  

No 事業名  詳細 (実施主体 ) 
実施

時期  

1 
災害備蓄庫の整 備

（重要）  

市指定備蓄庫と自主防災組織で設置した

備蓄庫の協調を図り、用品を充実する。  
備蓄品は、救助・救出資材から医療医薬

品、水、食料等から避難所での日用品にわ

たって整備、管理する。（市、防災関係機関） 

短期  

2 
災害弱者向け備 蓄

品の充実  
高齢者、障害者向けの、小型特殊乾電池

等も備蓄、管理する。（市、防災関係機関） 短期  

3 
救済物資の緊急 輸

送体制  

鉄道や道路、橋梁が不通の場合、入間川

等近隣河川を利用した、支援物資や備蓄品

の輸送方法等を近隣自治体との共同設営で

検討する。（市、防災関係機関）  

長期  

4 
緊急時の給水確 保

の強化  

指定地下水の他に、市内町家の井戸を指

定し、非常用ポンプによる給水の確保に共

する。（市、市民、防災関係機関）  
中期  

5 
災害廃棄物の処 理

策（重要）  

大量に発生する建築物関連の廃棄物は、

早急の処理が必要である。搬送ルート等も

含めて、その処理対策を検討しておかなけ

ればならない。（市、関係機関）  

長期  

 
  


